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○議事日程

平成２２年第２回定例会議事日程（１日目）

平成２２年６月８日　午前１０時００分　開会
日程第　１　会議録署名議員の指名
日程第　２　会期の決定
日程第　３　諸般の報告

日程第　４　諮問第　１号　人権擁護委員候補者の推薦について
日程第　５　同意第　１号　上毛町固定資産評価員の選任について
日程第　６　報告第　２号　平成２１年度上毛町一般会計継続費繰越計算書の報告について
日程第　７　報告第　３号　平成２１年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について
日程第　８　報告第　４号　平成２１事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について
日程第　９　報告第　５号　しんよしとみ街づくり有限会社の平成２１事業年度の決算及び平成２２年事業年度の事業計画について
日程第１０　議案第３４号　上毛町企業誘致条例の制定について
日程第１１　議案第３５号　上毛町職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び上毛町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について
日程第１２　議案第３６号　上毛町国民健康保険条例の一部を改正する条例について
日程第１３　議案第３７号　上毛町乳幼児医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例について
日程第１４　議案第３８号　財産の取得について（旧築上東高校跡地の取得）
日程第１５　議案第３９号　平成２２年度上毛町一般会計補正予算（第１号）
日程第１６　議案第４０号　平成２２年度上毛町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）
日程第１７　議案第４１号　平成２２年度上毛町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）
日程第１８　議案第４２号　平成２２年度上毛町国民健康保険直営診療所特別会計補正予算（第１号）
日程第１９　議案第４３号　平成２２年度上毛町簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）
日程第２０　発議第　３号　「拡大生産者責任」「デポジット制度」の導入で循環型社会の再構築を求める意見書
日程第２１　発議第　４号　永住外国人地方参政権付与に関する意見書
○　会　議　の　経　過　（初日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開会　午前１０時００分

○議長（村上正弘君）皆さん、おはようございます。定刻になりました。御起立をお願いいたします。
　一礼して御着席ください。礼。
　ただいまの出席議員は全員です。

　ただいまから平成２２年第２回上毛町議会定例会を開催します。
　これから、本日の会議を開きます。

　本日の議事日程はお手元に配付のとおりです。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

　本定例会の会議録署名議員に、４番　三田議員、５番　安元議員を指名します。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第２、会期の決定を議題とします。

　今期定例会の運営について議会運営委員会委員長に審議をお願いしたところ、６月４日に委員会を開催していただき、本定例会の会期を本日から１８日までの１１日間とする内容の答申をいただきました。

　お諮りします。今期定例会の会期は議会運営委員長の答申のとおり、本日から１８日までの１１日間といたしたいと思います。異議ありませんか。

（「異議なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は本日から１８日までの１１日間とすることに決定しました。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第３、諸般の報告を行います。

　今期定例会に提出された案件は、町長から諮問１件、同意１件、報告４件、条例４件、予算５件、その他１件の計１６議案と、議員から提出された発議２件を合わせた１８議案であります。
　次に、本定例会の会期日程を申し上げます。
　お手元に配付の「会期日程表（案）」をごらんください。

　本日の会議では議案を一括上程し、町長提出案件については提案理由の説明を受け、総括質疑を行います。ただし、諮問第１号、同意第１号、報告第２号から５号までの４件の受理並びに議案第３８号の計７議案は、本日受理・審議・採決し、残りの９議案は後でお諮りし、所管の常任委員会に審査を付託する予定です。
　また、議員から提出された発議２件については、提出者の趣旨説明を受けて質疑を行った後、所管の常任委員会に審査を付託したいと思っております。

　ここで皆さんにお願いいたしますが、本日審議・採決を予定している議案に対する質疑は、後の議案内容の説明に対する質疑にあわせて行っていただきますよう協力をお願いいたします。
　６月１１、１２日に本会議を開催し、一般質問を行う予定ですが、１１日に一般質問が全部終了すれば、１２日は休会とします。
　６月１４日を文教・厚生常任委員会、６月１５日を総務、産業・建設常任委員会の開催日にいたしたいと思います。

　６月１８日に本会議を開催し、各常任委員長から委員会付託案件の審査状況の報告を受け、討論・採決を行います。
　以上の件につきましては議会運営委員会で協議し、決定を受けておりますので、報告をいたします。

　次に、地方自治法第１２１条の規定に基づき、町長並びに教育委員長に出席の要求をいたしたところ、お手元に配付の名簿のとおり説明員の出席報告がありましたので、これを許可し、出席をいただいております。

　これで、諸般の報告を終わります。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）これから議案の上程を行います。なお、議案の上程に際し、議案名の朗読は省略をいたします。
　日程第４諮問第１号、日程第５同意第１号、日程第６報告第２号、日程第７報告第３号、日程第８報告第４号、日程第９報告第５号、日程第１０議案第３４号、日程第１１議案第３５号、日程第１２議案第３６号、日程第１３議案第３７号、日程第１４議案第３８号、日程第１５議案第３９号、日程第１６議案第４０号、日程第１７議案第４１号、日程第１８議案第４２号、日程第１９議案第４３号、以上、１６件を一括上程します。
　提案理由の説明を求めます。町長。
○町長（鶴田忠良君）おはようございます。

　それでは、ただいまから提案理由の説明をさせていただきます。
　本日、ここに平成２２年第２回上毛町議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位には公私ともに御多用の中、御参集を賜り厚く御礼申し上げます。
　御案内のように、ただいま本町では国道１０号下野地において口蹄疫関係車両の消毒が実施されているところでありますが、宮崎県の農家を初め、関係者皆様の御労苦と御心労に心からの御慰労と１日も早い解決を祈念申し上げる次第であります。
　それにしても、県民皆様の疲労こんぱいの中での首相の来県に「今さら」という職員の言葉には、やり場のない無念の心情が拝察されました。
　国内外の諸問題を考える中で、鳩山首相は言葉の重要性、重みについて遅きに失した感の認識を改め、また政治と金の問題に責任をとるべきとする国民の世論に対峙できず総理の職を辞し、民主党は新たな体制を確立したところでありますが、国民が期待する政権運営をどう構築するのか、また日本を取り巻く極めて困難な国際情勢にどう対処するのか、国民は見守っていく以外に選択はなく、判断の結果は７月の参議院選挙で明らかになると考えます。
　上毛町の本年度のこれまででありますが、当初とはいえ、事業、行事ともにおおむね遺漏なく推移いたしておりますことをまず御報告申し上げます。今後も着実な行政運営に努め、町民の期待にこたえてまいる所存でありますので、議員各位にも特段の御指導、御鞭撻、さらには御声援を賜りますようよろしくお願いを申し上げます。
　では、これより提案理由の説明に入りたいと存じます。
　本定例会に提出しております案件は、人事案件２件、報告４件、条例案４件、補正予算５件、その他１件の計１６案件であります。順次、御説明を申し上げます。
　諮問第１号　人権擁護委員候補者の推薦について。百留征矢子さん及び峯　正弘氏の任期が平成２２年９月３０日で満了することに伴い、人格・識見ともに優れ、広く社会の実情に通じ、人権擁護について精通している百留氏、峯氏の両氏を再度推薦いたしたく、議会の意見を求めるものであります。
　同意第１号　上毛町固定資産評価員の選任について。固定資産を厳正に評価するための評価員として、税務課長、福田正晴君を選任いたしましたので、同意をお願いするものであります。
　報告第２号　平成２１年度上毛町一般会計継続費繰越計算書の報告について。平成１９年度から２２年度までの継続費で実施しております尻高地区の圃場整備事業の２１年度事業費の繰越額が５月３１日付で確定いたしましたので、地方自治法第１４５条第１項の規定により報告するものであります。
　報告第３号　平成２１年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について。平成２１年度に交付されました地域活性化きめ細やかな臨時交付金事業等の繰り越し事業費を３月議会において御可決いただきましたが、５月３１日付で繰越額が確定いたしましたので、ここに報告するものであります。
　報告第４号　平成２１事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について。深刻な打撃を受けた町内企業も、２１年度後半には若干持ち直してきましたが、顕著な回復基調には依然時間がかかるものと思われます。また、企業誘致にも一層の努力を必要としたところでありますが、前年度に引き続き、２１年度も一般管理費のみの執行となりました決算であります。５月３１日の会社役員会において御承認をいただきましたので、今議会に報告するものであります。
　報告第５号　しんよしとみ街づくり有限会社の平成２１事業年度の決算及び平成２２年事業年度の事業計画について。経済金融同時不況による購買力低下と多目的広場の改修、店舗拡張・改装、国土交通省による駐車場改修工事による影響により利用客の減少が重なったため、懸命の営業努力にもかかわらず８５０万円の営業赤字となっております。２２年度以降、今回の店舗のリニューアルを契機として出荷組合との連携をさらに強め、農産物や加工品の質・量の充実を図り、収益の改善に努めてまいります。６月２日の有限会社総会において承認されましたので、ここに報告するものであります。
　議案第３４号　上毛町企業誘致条例の制定について。本町における企業の新たな進出や工場の増設に対する優遇措置である固定資産税の軽減措置の根拠法となる農村地域工業等導入促進法の適用期間が終了したことに伴い、新たな根拠法となる過疎法及び企業立地促進法を基本とした上毛町企業誘致条例を制定いたし、その推進を図ってまいりたいと存ずるものであります。
　議案第３５号　上毛町職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び上毛町職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について。家庭で育児を行いやすい職場環境を整えるための育児休業、介護休業等に関する法律の改正・施行に伴い、本条例を改正するものであります。
　議案第３６号　上毛町国民健康保険条例の一部を改正する条例について。国民健康保険法の改正に伴う字句の読みかえのために本条例の改正を行うものであります。
　議案第３７号　上毛町乳幼児医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例について。乳幼児及び小中学生のいる家庭での医療費の負担の軽減のための公費助成の拡充について、本町の施策として実施することとしておりましたが、このたびその実施内容がまとまり、１０月１日から施行するために本条例の改正を行うものであります。
　議案第３８号　財産の取得について。旧築上東高等学校跡地の件でございますが、本案件につきましては、当初予算におきまして購入費用を御可決いただいておりましたが、このたび福岡県との協議が整い仮契約を締結いたしましたので、財産の取得について、上毛町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分等に関する条例の規定により、本議会において議決をお願いするものであります。
　議案第３９号　平成２２年度上毛町一般会計補正予算（第１号）についてでありますが、今回の補正額は１億５９３万２,０００円で、歳入歳出予算総額４５億３,１９３万２,０００円であります。

　歳出では、職員の人事異動、昇格に伴う人件費の組み替えと共済組合負担率等の引き上げ、住民及び職員にかかわる子ども手当関係の所要額を計上いたしております。その他の主なものといたしまして、新たな地域づくり活動団体への支援補助金、診療所等の施設譲渡にかかわる選定委員の報酬等、日本脳炎予防接種において新しいワクチンの使用による接種が再開されたため、３歳から７歳までの子供を対象に予防接種を実施するための委託料、産業振興事業として認定農業者が収益の高い農業に取り組むための補助金等、消防団員退職者の報奨金等を計上いたしております。
　歳入につきましては、特定財源として国・県の子ども手当負担金、農業費県補助金等で９,３７２万４,０００円。一般財源として普通交付税１,２２０万８,０００円を充当いたしております。
　議案第４０号　平成２２年度上毛町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）でありますが、補正予算額３４万５,０００円を追加し、歳入歳出予算総額９億２,４９８万８,０００円であります。職員の住宅手当支給等に伴う予算不足分の計上であり、財源は一般会計繰入金でございます。
　議案第４１号　平成２２年度上毛町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）でありますが、補正予算額１７万９,０００円を追加し、歳入歳出予算総額１億４,２８５万７,０００円となります。職員の子ども手当関係の予算計上が主なものであり、財源は一般会計繰入金でございます。
　議案第４２号　平成２２年度上毛町国民健康保険直営診療所特別会計補正予算（第１号）でありますが、補正予算額２０１万４,０００円を追加し、歳入歳出予算総額６,３１０万２,０００円であります。自動血球計数装置が破損し、修理不能となりましたので、診療所に必要不可欠な器具であるということもありまして、新たに購入するものが主な内容であります。財源は繰越金を充当いたしております。
　議案第４３号　平成２２年度上毛町簡易水道事業特別会計補正予算（第１号）でありますが、補正予算額は２３万７,０００円を追加し、歳入歳出予算総額７,５１５万１,０００円であります。職員の子ども手当関係の予算計上が主なものであり、財源は繰越金を充当いたしております。
　以上、概略を御説明申し上げましたが、いずれも重要な案件でございますので、慎重なる御審議をいただき、御同意、御可決くださいますようお願い申し上げまして、提案理由の説明を終わらせていただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。
○議長（村上正弘君）提案理由の説明が終わりました。これから提案理由に対する総括質疑を行います。前にも述べましたが、本日審議をする案件に対する質疑は、議案内容の説明の際に行っていただきますように御協力をお願いいたします。
　提案理由に対する総括質疑を行います。
　質疑はありませんか。

　安元議員。
○５番（安元慶彦君）３８号については、後で審議・採決ということでございますから、そこで少しお尋ねをしたいと思います。一般会計の今回の補正予算についてでございますが、３月の定例会のときに、私は所管ではございませんでしたけれども委員会の中で子ども手当、児童手当が予算計上されていると。こういう中で、２２年度から子ども手当にかわるのではないですかという質問をいたしました。そうしますと、児童手当は廃止をされないという答えだったんです。本年度は、児童手当に上乗せという形で支給をするということでした。
　２３年度に児童手当は廃止をされますということで、これは私が聞いただけではなくて、委員長報告の中にも皆さん方に報告がされておるわけで、所管の文教・厚生委員会の中でどういう審議をしたか、私はちょっと傍聴に来ませんでしたからそこら辺は伺っておりませんけれど、今回の予算計上の中で児童手当のほうは減額補正をされて、新しく子ども手当が出てきたと。私は、ここら辺が前回の答弁との食い違いだと思うんですけれども、この辺をまず確認させていただきたいと思います。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）議員質問の子ども手当の関係でございますが、３月の定例議会においては、まだ閣議決定がないということで、当初予算には子ども手当としては計上してなかったということでございます。ただ、児童手当につきましては、今度６月に２月、３月の支給分がまだございますので、基本的に児童手当は今まで６月、１０月、２月という形で支給していました。６月につきましては、２月、３月、４月、５月という分で支給をしておりましたので、当然、児童手当については当初予算のほうでも残るということで、全くなくなるということではないということでお答えをしたんではないかと理解しております。

○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）それでは、参考にちょっと。児童手当についてはもう年度を考えなくて、今回は２月、３月分が、年度からいきますと平成２１年度分になるわけですよね。今回は、それを支給すると。それと、４月１日からの子ども手当が発生するということでいいんですか。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）はい、４月からは子ども手当でございます。そのとおりでございます。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。茂呂議員。
○９番（茂呂孝志君）議案第３４号　上毛町企業誘致条例の制定について伺います。
　この条例の制定は、３月議会の一般質問で、議員の中でもやりとりがありましたが、旧東上小学校跡地に誘致する企業に間に合わせるために、今回、提出の運びとなったのかをお伺いいたします。
　それから２点目に、東上小学校跡地に誘致する企業微創研は、地元雇用がどのくらい見込まれるのか。私も一般質問で大体聞いていますのでわかりますが、提案でありますし、変更があればお答え願いたいと思います。
　それから、誘致する企業で、固定資産を減免ということでありますので、税以外でどのようなメリットがあるのか、３点お伺いいたします。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○産業振興課長（尾崎幸光君）今回、議案を上程させていただいた件につきましては、農業地域振興の法律、先ほど町長の提案理由の中の説明でもありました１２月３１日をもって期限切れとなっております。それで、期限切れとなった場合に、新しい企業が来た場合に適用ができないということで、６月議会に上程をさせていただいたものでございます。
○議長（村上正弘君）はい、どうぞ。

○総合窓口課長（末松克美君）地元雇用は何人ぐらい予定しておるかということなんですが、従業員につきましては、大体５名程度と聞いております。それに対しまして地元雇用は二、三名というふうに伺っております。
　以上です。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）固定資産税の課税免除以外のメリットということでのお話だと思います。条例の４条３項に施設設置奨励金という項目を設けております。これにつきましては、固定資産税の課税免除額に相当する額を３年間交付するということと、もう一つ４条の４項のほうに施設整備等補助金ということで、内容につきましては規則のほうで定めることとしておりますが、現在、上毛町が行っておる奨励措置の内容に準じた形で行っていきたいと思っております。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）１点目、東上小学校跡地に誘致する微総研が、近いうちにそこに工場を建設するという計画がありますので、当然、今回それに間に合わせたことだろうと思います。たしか、これは３月議会やったと思いますけれど、亀頭議員が農村工業導入法で質問したときに、それは期限切れになっているので、新しい法律に基づいて条例を制定し、適用されるようにしたいというやりとりがあったと思います。そういう意味でお尋ねしたわけです。
　それから、地元雇用二、三名ということでありますけれど、雇用の仕方としては社員なのか、雇用形態があると思いますが、雇用形態についてお伺いいたします。

　それから、固定資産税の減免は一応３年間という期限つきで、その後はちゃんと税を納めてもらうという考えでありますのかをお尋ねいたします。

○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）先ほど議員さんがおっしゃられた、企業さんのためにしたわけではございません。特定の企業に対応するためにこの条例を上程したものではございません。
○議長（村上正弘君）総合窓口課長。

○総合窓口課長（末松克美君）雇用の形態ですが、多分、社員じゃないかと思います。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）課税免除につきましては、３年間課税免除を行うということで、それ以降につきましては、固定資産税をお支払いしていただくようになります。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。３回目です。

○９番（茂呂孝志君）１点目ですが、この企業の誘致のためにしたのではないという答弁ではないという答弁でありましたが、それは当り前と思います。ただ、今回、私がお尋ねしたいのは、今回こういう微創研が来るということで、３月議会でも他の議員からやりとりがありました。この数カ月うちに私は企業が来るのではないかと思いますが、誘致を予定している企業にも適用するために、今回６月議会で提案されたということなのかということをお尋ねしたわけであります。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）議員さんが申されておりますように、特定の企業のために上程させてもらったものではございません。
○議長（村上正弘君）ほかありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）質疑を終わります。
　町長の提案理由に対する質疑を終了します。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第２０、発議第３号　「拡大生産者責任」「デポジット制度」の導入で循環型社会の再構築を求める意見書についてを議題とします。
　三田議員。

○４番（三田敏和君）それでは、「拡大生産者責任」「デポジット制度」の導入で循環型社会の再構築を求める意見書案について御説明を申し上げます。

　２１世紀が環境の時代と言われるゆえんは、１９６０年代に未曾有の公害問題に直面し、その解決の道のりが困難をきわめたことの反省に立つところにあります。
　廃棄物問題は、大量生産・大量消費・大量廃棄に象徴される「使い捨て時代」の弊害は、ごみ焼却場と最終処分場の数の多さを見れば一目瞭然です。さらに、こうして不法投棄問題は今もなお日本中に蔓延し、被害はとどまるところを知りません。この上毛町におきましても、ポイ捨ての問題、それからそれに伴ういろんな資料、それから監視カメラ等、いろんな費用がかかっていることも事実でございます。
　この異常事態を認識した国は、それ以降、容器リサイクル法、また環境型社会形成推進基本法や食品リサイクル法などを制定して今日に至っております。しかしながら、全国の市町村ではダイオキシン問題に追われ、焼却場の建てかえや各種リサイクル法による収集・運搬・保管の見直しが急がれております。また、広域合併によります事務組合の編成による負担金を見直されましたが、ごみ処理経費は今まで以上に負担増となり、財政を圧迫しているところであります。
　容器リサイクル法で資源を抜き出し、ごみの削減に努めてまいりましたが、ペットボトル容器がまさにその一例で、毎年増加する生産量に対して、市町村はごみ処理の経費が、増加の一途をたどっております。

　そういう中で、大量リサイクル社会を税金で支えるという構図が成り立っておりまして、これをぜひ解決しなくてはいけないということで、今回の提案をするところであります。
　物の流れを見ますと、大量リサイクルというのはごみの出口の問題であります。この問題の解決には、生産の入口に軸を戻し、ごみをごみにしない仕組みを目指すことが必要であります。国が推奨する３Ｒ──リサイクルからリユース、再利用ですね。そして、抑制というところにステップアップすることが肝心ではないかなと思います。
　１９９４年にＯＥＣＤで採択された拡大生産者責任──これは、製品に対する生産者の物理的及び経済的責任が、製品ライフサイクルの使用後の段階まで拡大をされる環境政策上の手法であります。

　こういうことを踏まえて、処理・リサイクルコストが上乗せされた商品、最終的には消費者が購入することで、消費者もコストを負担することが拡大生産責任の大きなポイントです。あわせてポイ捨て、不法投棄の問題解決にデポジット、預かり金上乗せ制度を導入することで、２１世紀の循環型社会のモデルが実現可能となると思います。
　こういう中で、政府、国会に対し、拡大生産者責任及びデポジット制度を導入して、ごみ処理経費のあり方をいま一度見直して、循環型社会を再構築することを強く望むものであります。

　以上の地方自治法第９９条の規定により、この意見書を提出したいと思います。議員各位の同意をよろしくお願いいたします。
○議長（村上正弘君）三田議員の趣旨説明が終わりました。

　趣旨説明に対する質疑を行います。

　質疑はありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）質疑なしと認め、趣旨説明に対する質疑を終了します。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第２１、発議第４号　永住外国人地方参政権付与に関する意見書についてを議題とします。提出者に趣旨説明を求めます。
　宮崎議員。
○２番（宮崎昌宗君）永住外国人地方参政権付与に関する意見書。
　外国人参政権付与をめぐってここ数年、国会で議論が続けられております。法案の成立は妨げられているものの、地方自治体では外国人に限定的な形で参政権を与える動きが徐々に広がりつつあることは、御承知のとおりであります。

　しかし、現行憲法には参政権は国民固有の権利と明記されており、その１５条においては、公務員を選定し及びこれを罷免することは、国民固有の権利であるとうたわれ、９３条には地方公共団体の長、その議会の議員及び法律を定めるその他の吏員は、その地方公共団体の住民が直接これを選挙するとあります。ここに言う住民は、国民であることを前提にしていることは言うまでもありません。このことは、最高裁判決、平成７年２月２８日でも「憲法１５条１項の規定は権利の性質上、日本国民のみその対象とし、右規定による権利の保障は我が国に在留する外国人には及ばない」としております。
　これに対し、地方参政権を与えるだけならいいのではないかという意見が存在することも事実であります。ある国には、何年住んでいるとか、税金を納めているとか、保険料を納めているということ等がその根拠になっているようであります。しかし、それと参政権を持つ資格というのは全く異なる次元であり、外国人参政権は日本国憲法に違反するという最高裁判決をないがしろにするものと言わざるを得ません。
　日本に長く住んでいる外国人の意思を政治に反映することは意義のあることではありますが、最高裁判決にあるように、それは参政権以外の範囲にとどめるべきものであります。
　以上、永住外国人地方参政権には様々な問題があり、時間をかけた十分な国民的議論が必要であります。つきましては、永住外国人地方参政権付与に関しましては個人の尊厳を尊重しつつ慎重に議論していただきますよう要望します。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出いたします。
○議長（村上正弘君）宮崎議員の趣旨説明が終わりました。

　趣旨説明に対する質疑を行います。質疑はありませんか。

　亀頭議員。
○１２番（亀頭寿太郎君）１点、お尋ねいたします。
　永住外国人という形でもって、この地域はほとんど帰化されておるという話も聞いておるわけでございますが、上毛町に該当者がおられるのかどうか。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）済みません。上毛町に該当者がいるというのは、私はちょっと知りませんが、上毛町がどうというのもありますけど、今の政府が進めている地方参政権付与に対する慎重審議をお願いしますというような意見書でございます。
　申しわけないですけど、何人いるというのはちょっと知りません。申しわけございません。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）私は意見書のあり方について、どう考えておるかということをお尋ねしたいと思います。
　意見書といえども、議会議員として当然、出す権利と申しますか、そうしたものも与えられておるわけでございます。やはりその地域、我々上毛町であれば、そうしたところに、具体的にいろいろな角度から関係したことについて、意見書は提出するべきであろうと。いろいろな団体とかいろいろなところから意見書の要請、要望もあろうかと思いますが、町議会としてはその地域の、我々地域のところの云々について、十分把握した上で意見書の提出をする必要性が重要ではないかという認識を私は持っているものだから、その点をちょっとお尋ねしたいと思います。
○２番（宮崎昌宗君）回答したほうがいいですか。
○１２番（亀頭寿太郎君）もう、いいですよ。

○２番（宮崎昌宗君）いいですか。
○議長（村上正弘君）いいですか。ほかにありませんか。

　茂呂議員。
○９番（茂呂孝志君）最高裁の判決後、国でも永住外国人に対する参政権を求めるような動きが強まっています。なぜ、今、この時期にこれを打ち消すといいますか、そういう意見書が必要なのかということで、もっと詳しい説明を求めます。
　それで、提出者は多分、慎重な意見を求めるということでありましたが、これに反対するという立場だと思います。提出者の態度について、お伺いいたします。
　それから、現行憲法１５条のことを言われましたが、参政権は国民固有の権利であると述べています。この規定は、公務員の選定・罷免権は国民が当然持つべき権利であって、決して奪ってはならない権利だという意味であって、永住外国人に参政権を保障することを憲法では禁じられていないと思います。
　最高裁の判決文ではこうなっているのではないかなと思うんですが、「憲法の規定する地方自治は、住民の日常生活に密接な関連を有する公共的事務は、その地方の住民の意思に基づきその区域の地方公共団体が処理するという政治形態を憲法上の制度として保障しようとする趣旨」だといい、「永住外国人に対して、法律をもって地方公共団体の長、その議会の議員などに対する選挙権を付与する措置を講じることは、憲法上禁止されるべきものではない」と述べていますが、こういう内容ではなかったかなと思います。
　それから、憲法９３条に「地方自治体の長及び議会議員は地方公共団体の住民が、直接これを選挙することにある」ということで述べられていますが、ここで言う住民とは、永住外国人の地方参政権を保障することを禁じているものではないと思います。私はそういうふうに理解するわけです。

　それからヨーロッパでは、ほとんどの国で定住外国人か特定の外国人に違いはある　　　けれど、地方参政権を認めているということは御存じですか。
　以上、４点お伺いいたします。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）まず、質問が多いので確認しながら答弁いたします。
　まず最後のヨーロッパの諸国には、永住外国人に対して参政権を与えているとありますが、それはあくまでもＥＵ国籍を持った外国人に対して与えているわけです。日本人には与えられていません。ＥＵというのは、ヨーロッパ共同体の中で同じ市民としてやっていこうという中で与えているものであって、それはだれかれほかの国籍に与えているわけではなくて、あくまでもＥＵ圏にある国の国籍を持っている住民に対して、外国人に対して与えるので、茂呂議員の言われているのはわかっていますけど、言っていることと違うと思います。

　それと、参政権付与を講ずる措置は憲法上禁止されないとした平成７年最高裁判決の傍論部分のことだと思うんですけど、それに関して判決に影響を与えたのは、長尾中央大教授という方の研究の経過なんですけど、平成２２年１月２９日の新聞では、その判決が出た当時は朝鮮からの在日韓国人問題だったんですけど、現在は中国人問題に移っているわけなんです。どういうことかと言うと、中国人の方が国籍を持ってどんどん移住して、その国を乗っ取るという実例が起きています。
　ネパールにおいては、前は王国制だったんですけど、ネパール王国というのは２００８年に中止になりました。それはどういうことかと言うと、中国からの移民がどんどん入って、要するに参政権を持ってその国を乗っ取ったわけです。そうすることによって国王を廃止し、国家を廃止、国旗を廃止することに至ったわけです。そういうことは日本でも起こりかねないということで、私は反対を前提とした慎重審議というのを言っております。
　あと何か……。
○９番（茂呂孝志君）憲法９３条。地方公共団体の長及び議会議員は、地方公共団体……。
○議長（村上正弘君）ちょっと茂呂議員、大きな声で言うて、よう聞こえん。大きな声で言うてください。

○９番（茂呂孝志君）９３条は、地方公共団体の長及び議会議員は、地方公共団体の住民が直接これを選挙するとあるということであります。住民とあります。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）９３条の前提に１５条があって、それは参政権あっての「直接これを選挙」とあります。直接これを選挙するの前に、１５条で選挙に対する憲法に「公務員を選定し、これ及びこれを罷免することは国民固有の権利である」とうたわれていますので、そちらのほうの憲法が私は優先されると思っております。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）はっきり憲法上はこれを禁止するものではないと、最高裁は禁止するものではないということは言われますから、これはするかしないかというのは今度は国会の、行政の問題ですよね。司法の判断は、これは禁止していないという判断をしたわけであります。しかし、今度国会では、実施するかしないかは立法の問題であります。こういう意味で、最高裁の判例としてはこれは禁止するものではないとなっています。
　それで、提出者に最初に伺ったわけですが、これについて反対の立場で慎重審議を望むということでありましたが、内容を見ると、反対の立場で臨んでいるようにありますけれど、その点についての明確な答弁を求めます。
○議長（村上正弘君）宮崎議員。

○２番（宮崎昌宗君）文面的には慎重審議というふうにしておりますが、私の心情としては反対です。あくまでも文面で各自判断していただければと思っております。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）質疑を終わります。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）これから、本日採決する議案の上程を行います。

　日程第４、諮問第１号　人権擁護委員候補者の推薦についてを議題とします。

　議案内容の説明を求めます。
　総務課長。
○総務課長（矢野洋一君）それでは朗読して説明にかえさせていただきます。
　諮問第１号　人権擁護委員候補者の推薦について。
　人権擁護委員の候補者に次の者を推薦する。
　平成２２年６月８日提出、上毛町長、鶴田忠良。
　氏名、百留征矢子、生年月日、昭和１８年３月７日生まれ、住所、上毛町大字百留２８１番地２。
　氏名、峯正弘、生年月日、昭和１８年１２月１５日生まれ、住所、上毛町大字東上３３４６番地。
　理由といたしましては、人権擁護委員２名の任期満了に伴い、候補者の推薦について人権擁護委員法第６条第３項の規定により、議会の意見を求めるものでございます。
　２枚目に資料等をおつけしております。現在、４名の人権擁護委員さんが在任中でございまして、任期は３年でございます。そのうち２名が９月３０日で１期目の任期を迎えるということで、今回２期目の推薦をお願いするものでございます。
　以上でございます。
○議長（村上正弘君）説明が終わりました。

　質疑を行います。

　質疑はありませんか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）質疑なしと認め、質疑を終了いたします。
　これから討論を行います。

　討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）討論を終わります。

　これから本案を採決します。

　本案を原案のとおり同意することに賛成の議員の起立を求めます。

（全員起立）

○議長（村上正弘君）全会一致。よって、諮問第１号　人権擁護委員候補者の推薦については原案のとおり同意することに決しました。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第５、同意第１号　上毛町固定資産評価員の選任についてを議題とします。
　議案内容の説明を求めます。
　総務課長。
○総務課長（矢野洋一君）それでは、この件につきましても、朗読によりまして説明にかえさせていただきます。

　同意第１号　上毛町固定資産評価員の選任について。

　上毛町固定資産評価員に次の者を選任する。
　平成２２年６月８日提出、上毛町長、鶴田忠良。
　氏名、福田正晴、生年月日、昭和３４年９月２２日生まれ、住所、豊前市大字塔田８０９番地２。
　理由としましては、今回人事異動によりまして上毛町固定資産評価員として選任することについて、地方税法第４０４条第２項の規定により議会の同意を求めるものでございます。
　以上でございます。
○議長（村上正弘君）説明が終わりました。

　質疑を行います。

　質疑はありませんか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）質疑なしと認め、質疑を終了します。
　討論を行います。

　討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）討論なしと認め、討論を終わります。

　これから本案を採決します。

　本案を原案のとおり同意することに賛成の議員の起立を求めます。

（全員起立）

○議長（村上正弘君）全会一致。よって同意第１号　上毛町固定資産評価員の選任については原案のとおり同意することに決しました。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第６、報告第２号　平成２１年度上毛町一般会計継続費繰越計算書の報告についてを議題とします。議案内容の説明を求めます。
　総務課長。
○総務課長（矢野洋一君）報告第２号でございます。平成２１年度上毛町一般会計継続費繰越計算書の報告について。

　地方自治法施行令第１４５条第１項の規定により、平成２１年度上毛町一般会計継続費繰越計算書について次のとおり報告するということで、町長の提案理由にも述べましたとおり５月３１日付で確定をいたしましたので、繰越金について今回報告をするものでございます。平成２２年６月８日提出、上毛町長、鶴田忠良。

　内容については、ごらんいただければおわかりいただけるかというふうに思いますが、繰越額が４０２万５,９８８円となっております。
　以上でございます。

○議長（村上正弘君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。

　質疑はありませんか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）質疑なしと認め、質疑を終了します。
　以上で、本案の報告を終わります。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第７、報告第３号　平成２１年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告についてを議題とします。議案内容の説明を求めます。
　総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）それでは、引き続きまして報告第３号でございます。

　平成２１年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について。
　地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により、平成２１年度上毛町一般会計繰越明許費繰越計算書について次のとおり報告するということで、繰越計算書の表がございます。これにつきましては、町長の提案理由の中にもございましたように、きめ細やかな臨時交付金事業及びその他の事業ということで、区分欄で分けてございます。その繰越額が５月３１日付で確定いたしましたので、今回報告をいたすものでございます。平成２２年６月８日提出、上毛町長、鶴田忠良ということでございます。
　以上で、説明を終わらせていただきます。
○議長（村上正弘君）説明が終わりました。

　質疑を行います。

　質疑はありませんか。
　茂呂議員。
○９番（茂呂孝志君）なぜ、全額繰越なのかということでありますけれど、まずそれを伺います。
　こういう場合には、私はこの計上の仕方がよくわからないんですが、継続費として扱ったほうがよいのではないかと思いますが、そこらあたりの計上の仕方について御説明願います。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）交付金のいわゆる決定につきまして、年度末間近ということで全額繰り越しということになっております。継続費につきましても、いわゆる年度の終わりの関係でそういった繰り越し事業という持っていき方が不可能ということでございます。

○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

　三田議員。
○４番（三田敏和君）３月の補正ということで繰り越しされたということは理解するんですが、このきめ細やかな臨時交付金の事業の２番から９番の事業実施時期をいつごろ予定されているのか、お答え願います。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）いろんな事業が、今回、この交付金事業で行われております。進捗率で今の御質問にかえさせていただこうと考えております。
　今、実際に事業が具体的に進められているものが、商工費の滝周辺整備工事事業が進められております。
　それから、土木費の道路橋梁費の町道改良工事事業、これは２,９００万の事業でございますが、これにつきましても１０％の進捗率で現在進められておるというものでございます。その上の町道の補修工事につきましても、３０％の進捗率で進められておると。
　以上、道路橋梁費につきましては、農道舗装につきましても５％の進捗率、それから土木費の住宅費、緒方団地の分でございますが、これも５％の進捗率で着手しておると。
　それから、教育費の小学校費、唐原の改修工事につきましては１０％、南吉富の小学校の改修工事につきましても１０％の進捗率となっております。
　それから、同じく教育費の社会教育費、安雲東公民館の整備費の補助事業でございますが、５％の進捗率。
　それから、その他事業でございますが、総務費の西友枝保育所の測量事業でございますが、１５％の進捗率。それから、子ども手当システムの導入事業ということで、５５％の進捗率。それから、新型インフルエンザの予防接種事業ということで、３％の進捗率。一番下の中学校費、中学校改修工事事業でございますが、１５％の進捗率ということで、ほとんどの事業は多い少ないはございますが、着手をしているという状況でございます。
　以上です。
○議長（村上正弘君）三田議員。

○４番（三田敏和君）それぞれの事業に着手している等については、今御説明がありましたが、おおむねいつごろまでに完了するのか。進捗があるということは、ちゃんと落としポイント、着地ポイントも予定されている中で進捗ということを回答いただいておると思うんですが、いつ終わるのかというのを回答願います。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）それにつきましては、所管のほうでお答えを願いたいと考えております。
　それでは、まず総務課の所管からまいりたいと思います。
　総務課の所管が、ほたるの里の遊歩道の防護さくの工事でございますが、これにつきましては現在ほとんど着手はされておりませんが、９月、稲作の水の関係が終わってから着手して、年内には完成したいというふうには考えております。
　それから、旧友枝保育所の跡地の測量事業でございますが、これにつきましては、いろいろと相手の関係もございますので年度内には何とか解決をしたいというふうに考えております。
　以上でございます。
○議長（村上正弘君）健康福祉課長。

○健康福祉課長（坪根勝磨君）民生費の関連でございますが、まず１枚目の３款の社会福祉費、中央公民館等障害者用トイレ改修工事。これにつきましては、げんきの杜、道の駅、大平楽の３カ所にオストメイト用の障害者トイレを設置する予定にしておりますが、既にもう設計の打ち合わせ等入っておりまして、夏までには完了する予定でございます。
　それから次のページ、その他の事業の中での保健衛生費の新型インフルエンザ予防接種事業。これにつきましては、昨年からの新型インフルエンザに対します国の補助金に絡んでの予防接種事業でございますが、これは国からの指示が出るまでということですので、今のところまだいつごろかということが具体的にはわかっておりません。したがいまして、時期については今いつまでということではございませんが、そう長くないうちに国のほうから何らかの回答があるものと思っております。
　以上です。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）６番の商工費の滝周辺施設整備工事事業でございますが、４月の終わりぐらいに基本設計ができ上がりまして、今、実施設計のほうを検討中でございます。実施設計ができ次第、地元のほうと協議をさせていただいて、工事のほうにかかりたいと思っております。終わる時期につきましては、年内になるんではないかと思っております。
○議長（村上正弘君）建設課長。

○建設課長（古原典幸君）それでは、建設課の担当部分の７番、土木費の中の２の道路橋梁費について御説明をさせていただきます。
　町道の補修工事につきましては、これは年間を通して実施をしたいということでございます。それと町道の改良工事でございますが、これにつきましては用地等できる部分についてはできるだけ早い時期、あるいは工事につきましては水稲作付、水路等の関係がございますので、その時期を見計らいながら秋口の工事で、年度末完成を目指したいというふうに思っております。
　農道舗装工事につきましては、現在入札をする段取りを数カ所行っておりまして、夏工事で３カ所ほど実施をしたいと。残りにつきましては、状況を見ながら年度末完了を目指したいというふうに考えております。
　以上です。
○議長（村上正弘君）住民課長。

○住民課長（福本豊彦君）それでは、住民課所管分につきまして説明申し上げます。
　７款５項の土木費の住宅費の緒方団地の改修工事でございますが、今現在、設計に向けての事務を進めている段階でございます。完了につきましては、年内をめどに完了をする予定で、今作業を進めているという状況でございます。

　それから、次のその他の中の民生費の子ども手当システム導入事業でございますが、これにつきましては迅速な子ども手当の支給ということで、進捗率も５５％ということになっておりますが、このシステム導入につきましては秋ぐらいまでにはほぼ完了するというふうに考えております。
　以上でございます。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）それでは、教育委員会所管分として、まず唐原小学校の改修工事と南吉富小学校の改修工事でございますが、実施設計を５月２１日に既に入札が終わっております。設計自体は６月１８日に上がりまして、その後工事の入札を行って、夏休み期間中の工事完了を目指しております。
　それから、東中学校の改修。これはキュービクル、高圧受電設備でございますが、この部分につきましては先般、議決いただきました中学校の体育館の改修工事とリンクしますので、２月の１５日予定ということで。あと、安雲東の公民館につきましては、３月２４日付で交付決定を行ったところでございますので、年度内に完工するものと考えております。
　以上です。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）総務のほう１件漏れておりましたので、追加して説明させていただきます。下から２番目の消防費で、全国瞬時警報システム導入事業ということでございます。これは、国の一連の事業でございまして、現在国のほうからまだ指示がございませんので、年度内というふうに今回お答えをしておきたいと考えております。
○議長（村上正弘君）総合窓口課長。

○総合窓口課長（末松克美君）社会教育費の松尾山の駐車場舗装工事ですが、自然転圧をかけたいということで秋ぐらいに入札をいたしまして、年内完成を目指したいと思っております。
　以上です。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）いろいろと詳細にわたって説明もあり、また質疑もされておるわけでございますが、１点考えてみると、総務のほたるの云々ね。私は、ことしの蛍を見るのに、今ごろで間に合うのかと思うとる。こんな行政のいろいろなことが、スピードがないというんですよね。だから、やっぱりそうしたところを十分議論しなさい、あるいは改革しなさいということなんですがね。そうした観点から見ると、私は業者の入札のあり方とか、そうしたところにかかってくるんじゃないかと思う。ある程度仕事が集まらなければ入札しないとか云々になると、どうしてもこうした形になろうかと思うんですよね。
　今、やはり仕事あたりが少ないし、業者等はなかなか仕事がない、仕事がないという声が多いんですよね。そうしたことで、やっぱり予算が通って云々すれば、速やかに仕事を発注していくという体制が、私はとれていないんじゃないかと思う。こんなに繰越明許費云々、また天候の云々とかいろいろなこともあろうけれど、ことしの蛍見ができるのに来年とか再来年とか言っていても、これは話にならんと。行政のあり方を、やっぱり根本的に改革するべきと私は思いますが、どうお考えですか。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）具体的に蛍の関係につきましては、これは私ども着手が遅くなったということで、言いわけはできるものではございませんので、現在の水稲等の水関係、足回りがよくなり次第、直ちに着手したいと考えておりますし、全体の事業につきましても、今、亀頭議員おっしゃるとおり、業者等の事業の前倒しということも言われている中で、早期の着手に努めたいと考えております。
○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）我々議員は、いろいろな地域の会合とか何とかの場合は、予算あたりが通ったりいろいろした場合、事業はどんなふうというのを、それなりに住民にやっぱり報告するんですよ。そうすると、住民はやっぱりそれなりに期待をかけながら毎日の生活に勇気を持ち、あるいは元気をもらって、そうした生活をしておるわけなんですね。だから、こうした蛍の云々とか単独でできるような事業は、３００万ぐらいの事業が、あなた何日かかりますか。
　こうしたのはやっぱりスムーズに入れて、観光的に云々やりましょう、地域活性化に取り組みましょうという施策的にやっていこうという町長の方針もありましょうから、そうした部分も集中的にやっていって、こんなことで繰越明許費云々言うちょっても、やっぱり行政に不信を持つのは当たり前と思う。報告しなければいいけどね、ほとんどの議員の皆さん方は、それぞれの地域で報告しているんですよ。
　そうしたあたりやら、あるいはこうして議決されたやつあたりは、広報でも出たりしますからね。ほたるの里はどうなっとるやら、あそこの道路はどげんなっちょるんやら、あっこは何だとそんなことばっかりが出てくる。だから、業者への仕事の発注のあり方あたりも根本的に改革して、決まったところからとっととっとやっていくような方法をとるべきと思う。
　それは、用地の買収とかいろいろありましょうけど、昔は田植えが終わらんと何とかかんとかちゅうのがあって来よったけど、今はそうしたことを考えんで、やっぱり１２カ月で十分予算をこなしていく。単独予算でもあるんだからね、これをこなしていくというようなことで、職員が一体となってもう少し活動していただかんと、こうしたことを住民あたりに報告しよってもらちが明きませんよ。
○議長（村上正弘君）回答はいいですか。

○１２番（亀頭寿太郎君）何か言うてください。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）今の言葉を肝に銘じまして、今後そういった趣旨に沿うべく努力してまいりたいと思います。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

　安元議員。
○５番（安元慶彦君）いろんなケースがあると思うんですけども、今回この内容が国の交付金絡みということで時期的なこともあると思うんですが、友枝保育所の、これはたしか２１年度の当初予算で、私は予算計上しているんじゃないかと思うんです。それで、先ほどの説明で、何か隣地の方との何とかとありました。これは今、まさに亀頭議員がおっしゃいましたように、精力的にそういう交渉を一生懸命やって、どうにもこうにもならないのかどうか。
　繰越明許というものは、誇るべきものじゃないんですよ。これは、いろんな事情が絡んでくることはやむを得んところもありますけど、できるだけこういう件数は少なくすると。そういうふうに努めるのが、私は行政の皆さん方の仕事だろうと思うんですよ。
　時期が来ればどげんかなりゃせんかと、できんときは繰り越ししとけというようなことでは、これは住民サービスというものが当然落ちてくるということになるわけですから。ぜひ、ひとつ全町挙げて一生懸命取り組んでもらわなきゃいかんと思うんです。

　それで、友枝保育所の関係。副町長、あなたは長く大平の役場に出よって詳しいと思うんですけど、何がネックになってこんなに時間がかかっているのか、その辺をちょっと。
○議長（村上正弘君）副町長。

○副町長（奥野勝利君）総合的に申し上げますけど、行政が事業がおくれて繰越明許となるのが一般的でございます。しかし、今回の繰越明許につきましては、国の予算が３月についたということで、皆さん方のお考えの中では予算の執行については当初予算というふうにお考えいただいてもよろしいわけです。
　ですから、まず基本的にこれだけの繰り越しがついたということは、行政が怠けてしたんじゃないかというような疑念があると思うんですけど、そういうことではございませんので、そこら辺をまず御理解いただきたいと思います。
　それから、保育所の問題につきましては境界等の関係で、現地と合わないということでなかなか登記の関係等もありましてスムーズにいかなかったということが、現実的にこういうことになったと御理解いただきたいと思います。
　以上です。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）一生懸命やっとりますというのは当たり前の話で、そういうふうに私どももこれは経験もありますけども、理解をしたいところですけれども、友枝保育所の件については、これは何十年になって、こういう過ちがずっと通ってきて、そしてそれを解決しようと思ったらどうにもこうにもならんと、１年間かかっても全然先向きに進まんというようなことでは、どうもそこら辺が我々としては本当に精力的に相手との交渉をやっているのかと。これは、私どもがそういう疑念を持つのも当たり前と思うんです。もうそれから先は相手があることですからとあなたが言えば、もうそれでもって終わるかもわかりませんけどね。どうもそこら辺の取り組みが、ああそうですかということにはなかなかならないということを言って……。もうこれは報告ですから、何か言っても何ですから。そういうことです。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）友枝保育所の跡地の測量の関係ですが、精力的に一生懸命するのは当たり前と言われればそれまでですが、財政のほうが担当しておりますけれども、私の知る限り繰り返し現地に赴いて、いわゆる隣地との関係、御存じと思いますけれどもかなり誤差がございまして、そのあたりの交渉等に臨んでおりますので、その辺は御了解願いたいと思います。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）これで質疑を終わります。
　以上で、本件の報告を終わります。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第８、報告第４号　平成２１事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算についてを議題とします。議案内容の説明を求めます。
　企画課長。
○企画情報課長（尾崎幸光君）それでは、報告第４号を御説明させていただきます。
　報告第４号　平成２１事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について。

　平成２１事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算について、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により別紙のとおり報告する。
　平成２２年６月８日提出、上毛町長、鶴田忠良。
　２枚めくっていただきまして、下のほうにページを打っております。１ページをお願いいたします。事業概要でございます。

　世界同時不況により日本経済は深刻な影響を受けましたが、景気刺激策の効果もあって緩やかな回復傾向を示しております。また、北部九州における自動車１５０万台生産拠点構想により、町内企業の生産も徐々にではございますが、持ち直しているところでございます。しかしながら、一昨年後半からの経済状況の悪化は、製造業を初めとする町内企業へ甚大な影響を与えておりまして、工場用地や新規企業による用地購入等については、進展のないまま２１事業年度は経過したところでございます。今後、状況の変化に伴いまして、土地開発公社といたしましてもその対応の準備に常に心がけてまいりたいと考えておるところでございます。
　続きまして、理事会の議決事項でございます。５月２８日に事業報告及び決算報告、それから２月２４日に事業計画及び予算についての審議を行い、議決をいただいておるところでございます。

　続きまして、２ページをお願いいたします。２ページ、３ページでございますが、役員名簿、登記事項及び役員の交代でございます。役員の任期につきましては、平成２０年１２月２５日から平成２２年１２月２４日までとなっておりまして、平成２１事業年度におきましては役員の交代、登記事項の変更等はございませんでした。

　続きまして、４ページをお願いいたします。収入支出決算でございますが、２１事業年度につきましては事業のほうは行っておりませんで、経常経費の支出のみでございます。収入の部では、基本財産の果実と受取利息及び配当金のみで、収入済額といたしまして、１万２,５００円と２８１円の合計１万２,７８１円となっております。
　支出の部につきましては、経常的な経費のみの支出でございまして、役員の費用弁償、旅費、それから公租公課費。これは法人住民税になりますが、その支出で合計が１４万９,８４０円となっております。
　続きまして、６ページをお願いいたします。財務諸表の貸借対照表でございます。資産の部の合計が現金、預金が５６３万９,５８８円で、負債の部でございますが、これはゼロでございます。資本の部、基本財産として５００万。それから、準備金として前期繰越準備金が７７万６,６４７円ございましたものが、当期の損失１３万７,０５９円ございまして、６３万９,５８８円となっております。
　次に損益計算書でございますが、先ほど申し上げました歳出の１４万９,８４０円と収入の１万２,７８１円の差し引きで、マイナスの１３万７,０５９円となっておるところでございます。
　続きまして、８ページでございます。キャッシュフロー計算書ということで、これは現金の流れでございまして、現金につきましても一番下をごらんいただきたいと思います。マイナスの１３万７,０５９円が現金として減っておりまして、現在の残高が５６３万９,５８８円となっております。
　９ページでございます。９ページでは、平成２１年度事業年度の余剰金を示したもので、６３万９,５８８円が次期繰越準備金として処分したものでございます。
　続きまして、１０ページをお願いいたします。財産目録でございます。現金預金で６３万９,５８８円、定期預金で５００万ということで、それぞれ福岡銀行、ＪＡ福岡豊筑のほうに預金として存在をしております。
　１１ページから先につきましては、付属の明細書ということで先ほど御説明した内容を記載しておりますので省かせていただきます。
　最後に１６ページでございます。１６ページのほうに監査意見書を添付しておりますので、御参照いただきたいと思います。
　最後になりましたが、平成２１事業年度上毛町土地開発公社の事業報告及び決算につきましては、５月３１日に土地開発公社理事会において議決をいただいておるところでございます。
　説明は以上でございます。
○議長（村上正弘君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。

　質疑はありませんか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）質疑なしと認め、質疑を終了します。
　以上で、本件の報告を終わります。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）ここで暫時休憩をします。再開は１１時３０分といたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　休憩　午前１１時２０分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再開　午前１１時３０分

○議長（村上正弘君）休憩前に引き続き会議を開きます。

　日程第９、報告第　５号　しんよしとみ街づくり有限会社の平成２１事業年度の決算及び平成２２年事業年度の事業計画についてを議題とします。議案内容の説明を求めます。
　企画情報課長。
○企画情報課長（尾崎幸光君）それでは、報告第５号について御説明をいたします。
　しんよしとみ街づくり有限会社の平成２１事業年度の決算及び平成２２年事業年度の事業計画について。
　しんよしとみ街づくり有限会社の平成２１事業年度決算及び平成２２年事業年度の事業計画について、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により別紙のとおり報告する。

　平成２２年６月８日提出、上毛町長、鶴田忠良。

　ということで、２ページめくっていただきまして、２１年度事業報告でございます。ここ数年売り上げが低迷しておりまして、経営不振に歯どめがかからないという状況でございます。
　平成２１事業年度につきましても来客数が減少する中で、大がかりな改修工事を行いました。７月から８月にかけ多目的運動広場の改修、１月から３月には直売所と交流工芸館をつなぎ、売り場面積の拡大を図り、お客様がゆっくり買い物できるよう工夫をいたしました。また、国土交通省所管の駐車場・トイレにつきましても、１月から３月末まで改修を行い、長期にわたって、特にお客様、それから組合員の方々に大変御迷惑をおかけしたところでございます。その影響で、今年度決算の数字にその内容が顕著にあらわれているところでございます。
　出荷組合との連携は、安全安心な商品の提供及び駅からの要望にすばやく対応できるよう６部門に細分化したことで、より密度のある活動を目指しておりますが、現状ではまだ満足のいく状況ではございません。
　ゆめタウンでのインショップ事業では、国の緊急雇用対策事業の活用で１２月より職員を雇用いたしまして週１回の出張販売を行い、上毛町の宣伝をあわせて行っているところで、売り場の常設に向けて協議を進めているところでございます。
　続きまして、２ページをお願いいたします。事項別状況、会員の状況、それから会議の状況等を記載しておりますのでごらんいただきたいと思います。
　続きまして、４ページからが決算報告でございます。５ページの貸借対照表をお願いいたします。貸借対照表の資産の部でございます。流動資産が２,４４８万７,６７０円ということで、現金預金の内訳をそこに示してございます。それから、固定資産が１,０１９万３,０１１円。それから繰り延べ資産として１９９万５,１６０円ということで、資産の合計が３,６６７万５,８４１円ということとなっております。
　右の欄をお願いいたします。負債の部でございますが、買掛金、未払い金等の負債の合計が７３１万１,０７４円ということとなっておりまして、純資産の部の株式資本が２,９３６万４,７６７円ということで、資本金が２,０５０万と利益余剰金として８８６万４,７６７円を合計したものでございます。負債と純資産の合計と資産合計とが同じで、３,６６７万５,８４１円となっておるところでございます。
　続きまして、６ページをお願いいたします。損益計算書でございます。売上高が表の一番右のほうにございますが、７,３９９万３,１６８円ということで、前年比１５.５％の減少を見ております。
　それから、売り上げ総利益金額でございますが、４,２６６万９,６７４円ということで、前年比１８.４％の減少ということとなっております。その下の販売費及び一般管理費につきましては、５,５０４万６,９０３円で、前年比３.５％の節減を行っておるところでございます。したがいまして、営業外収益等を差し引きまして、一番下にありますように当期損失金額が８５１万２,２８１円というのが、今期の損失額でございます。
　７ページでございますが、販売費及び一般管理費の内訳でございます。８ページがげんきの流れのキャッシュフローでございまして、最終的な金額が２,１８５万３,０００円ということとなっております。
　９ページが株式資本等変動計算書で、最後の１０ページに監査報告を添付しております。
　続きまして、事業計画及び予算書でございます。１ページをお願いいたします。平成２２事業年度計画でございますが、１０周年を無事迎えることができましたが、不況が続く中、エリア内に直売所の乱立が予想され、他店との競争が激化する様相となってきております。ここ数年で減少したお客様の獲得を目指し、商品戦略・人材のレベルアップを基本に地産地消型の魅力ある施設の充実を基本姿勢として、農業の振興、都市との交流、地域の活性化及び地域情報の発信拠点としての機能を果たすべく、売り上げの向上、それからサービスの向上を基本方針ということで考えております。
　具体的には、商品戦略では特に品薄となる農産物の安定供給を、出荷組合との連携を密に行い出荷の増産を図っていく。それから、安心安全を確立するため、栽培履歴の提出をお願いする。地域特性を活用した新しい商品の開発、他の道の駅との共同イベントの開催、品質向上のための講習会・研修会の開催等を考えております。
　販売促進対策ではポイントカード会員の普及と、このポイントカード会員につきましては８,５６３名の方が会員となっておりまして、会員への情報の提供を考えております。近隣の利用者が多いことから、地域密着型のイベントの開催、またゆめタウンでのインショップ事業の推進、５０代、６０代を対象としたイベントの企画を考えております。
　人材育成対策ということで人事交流による意識改革、従業員研修による接遇・接客の向上、勉強会等を堅実に実行し、売り上げの向上を図っていくということでございます。
　続きまして、２ページをお願いいたします。収支予算書につきましては、前年対比で収入、支出とも４０７万円減の予算を立てておりまして、今後売り上げの向上、それから経費等の節減に努めていく所存でございまして、以下のとおり予算組みを立てさせていただいておりますので、ごらんいただきたいと思います。
　以下、決算資料をつけておりますので御参照をいただきたいと思います。
　最後になりましたが、しんよしとみ街づくり有限会社の平成２１事業年度の決算及び平成２２事業年度の事業計画につきましては、６月２日に社員総会において議決をいただいておるところでございます。
　以上で説明を終わります。
○議長（村上正弘君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。

　質疑はありませんか。
　亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）先ほど、いろいろと説明をいただきまして、地域活性化事業でかなり改装もされ、云々してまいりました。また、道路の４車線も完成して、それなりの客足も進むのではなかろうかという感じもしておりました。
　昨年もそうした説明がありまして、一昨年の赤が５００万でしたか。今年度は八百何万というようなことで、昨年そうした改装事業等いろいろなことでもってちょっとお客さんも足が遠ざかったということもあろうかと思うけど、たしか前の年２１年度は、もう４車線は完成されとったんですよね。そうした観点から見ても、私は強いて言えば、昨年度と比べてもとんとんぐらいいくのじゃないか、それより少しぐらい黒字になっていくんじゃなかろうかとこういうようなことを考えておりました。一昨年以上、昨年度は赤字の額が大きいということになると、これはやっぱり私は経営のあり方等についても真剣に考えていくべきではないかと思う。やはりそうじゃないと、１回こうなると、どんどんどんどん雪だるま式に大きくなっていくというような懸念が十分生まれてくるんではなかろうかと思います。

　そうしたことで、内容の思い切った改革に取り組むべきではなかろうかというような感じと、一昨年の一般質問でもちょっとお尋ねしたんですが、官から民というようなことで移行していくことも、幾分今後考えなければならないだろうというような答弁もいただいておったわけでございますが、その官から民のスピードを早めるべきではないかと。官でやっておるときに、幾分黒字のときこそ、ある程度官がそこにこうした企業といいますか、こうしたところを育てて、そして幾分経営状態のいいときに民に移すほうが、私はその会社のあり方、あるいは地域においても非常にいいのではなかろうかというような気持ちを持っておるわけでございます。そうした観点から見て、官から民に具体的に移していくというお考えはどう持たれておるか、その２点をお尋ねします。
○議長（村上正弘君）町長。
○町長（鶴田忠良君）御指摘のとおり、本来でありますと２１年度に比べて健全な経営がなされるべきであったと思うわけでございますけれども、先ほど説明をいたしましたように、いろんなリニューアルのために事業を起こしたということがありまして、それは言いわけにはならんわけでありますけれども、その辺で御理解いただきたいと思うわけであります。

　官から民へというお話を伺います。第三セクターでございますので、その中にはいろんな民間の方々も加わっておりますので、この辺につきましては、取締役、その他の参加各企業との合い議の中で決定すべきというふうに考えておりますので、方向性は先ほど議員さんおっしゃいましたが、そういう方向でいくだろうと思っておるわけでありますけれども、具体的にはそういった問題につきましては協議、つまり有限会社でございますので、その辺を十分理解を求めながら検討してまいらなきゃならんだろうと思っておりますので、ちょっと時間がかかるかなというふうに考えておるところでございます。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

　坪根議員。
○１３番（坪根秀介君）道の駅に、最近、何回か行くことがありまして、ちょっと豊前の道の駅からしんよしとみの道の駅に来たら、非常に客が少ないというかですね。その中で、テナントがもうがらがらになっている部分が非常に印象が悪いと思うんですが、その辺をどういうふうに考えておられるのかお尋ねします。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）テナントにつきましては５棟ございまして、今テナントが入られているのは２棟ということで、あとの二つにつきましては休憩所ということで今使っておるようでございます。

　それともう一つ、道の駅の倉庫ということで使っておるようでございます。テナントにつきましても募集はしておるようでございますが、なかなかいい方がいらっしゃらないということで、賃借料につきましては一応、今テナントのほうは３万円、共益費について５,０００円ということで月々３万５,０００円をお願いしておるところでございます。
○議長（村上正弘君）坪根議員。

○１３番（坪根秀介君）倉庫や休憩所をつくるのもいいんですけども、まずはやっぱり売り上げを伸ばしていかないと、この赤を埋めていかないと非常に厳しい状況であろうかと思いますし、やっぱりふさがってしまうと、これは店がつぶれたんじゃないかみたいな、本当に悪いイメージを与えてしまいますんで、極力早く、努力すればいろんなところが入りたいという問い合わせが、私ももう５社ぐらいは聞きましたんで、その気になればたくさんあるんじゃないかと思いますんで、極力そのテナントを埋めるということをやっていただきたいと思います。
○議長（村上正弘君）企画課長。

○企画情報課長（尾崎幸光君）そういうことであれば、駅のほうと協議をいたしまして対応をさせていただきたいと思っておりますので、またその５社の方を御紹介いただければと思います。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）これで質疑を終了します。
　以上で本件の報告を終わります。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第１４、議案第３８号　財産の取得について（旧築上東高校跡地の取得）を議題とします。議案内容の説明を求めます。

　総務課長。
○総務課長（矢野洋一君）それでは議案第３８号でございます。
　財産の取得について。

　次のとおり財産を取得する。平成２２年６月８日提出、上毛町長、鶴田忠良。
　１、取得する土地、上毛町大字宇野１１２３番地４ほか１１筆。

　２、地　　積、２万５,７８２.６７平方メートル。
　３、取得金額、１億９,３８８万６,０００円。
　４、所有者、福岡県。
　理由といたしまして、福岡県の所有する旧築上東高等学校跡地用地に取得について、上毛町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関する条例第３条の規定により議会の議決を求めるものでございます。
　この面積につきましては、実測面積ということになっております。
　以上でございます。

○議長（村上正弘君）説明が終わりました。

　これから質疑を行います。

　質疑はありませんか。
　安元議員。

○５番（安元慶彦君）先ほどの町長の提案理由の説明の中で、県との協議が整ったということで、今回こういう議案になっておりますけれども、この面積にしてこの金額の決まり方ですね。平米にしますと７,５２０円ぐらいと思うし、坪単価２万４,８１６円。
　これは、所在する自治体に県のほうが優先をして、希望があれば払い下げをするということになるのか、あるいは民間も入れて競争といいますか、そういうことで県のほうが価格を決めていくのか、その辺をちょっとお尋ねいたしたいと思います。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）こ価格の設定についてということでございますでしょうか。
　民間との関係といいますよりも、県独自で鑑定評価をしたようでございます。それによって、これが１８年の４月時点の鑑定評価というものでございまして、その後の時点修正、それから埋蔵文化財、そういった係数を掛けまして、おのずと出た数値が、平米単価７,５２０円となっております。それに実測面積を掛けたものが、現在の価格ということになっておるようでございます。
○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）国が１年に１回、土地の基準単価を示しますね。例えば、宇野地区のあの辺ですけど、本町としてはかなりいいところになると思うんですが、その辺との兼ね合いはどんなふうですか。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）比較という部分でございますが、国もしかりでございますが、固定資産の鑑定評価が上毛町でございます。その鑑定評価で、その付近の土地が大体９,１００円余りということでございますので、それとの比較を見るとかなり割安だというふうな感じでございます。
○議長（村上正弘君）ほかにないですか。

　茂呂議員。
○９番（茂呂孝志君）この土地を購入して、その使用目的ですよ。これをどういうふうに使用されるかということでお尋ねします。私も３月議会で一般質問でお尋ねいたしましたが、当時の総務課長は住宅用地としての活用も含め、有識者の方々等の意見も参考にしながら検討したいと。町長は、住宅産業を誘致するということも選択肢の一つと答弁されました。
　ことし４月の戦没者遺族会の総会で、町長は企業誘致ということで述べられたと聞いています。今後、有識者との協議、有識者等の意見も参考にして検討したいということでありますが、町長はもう住宅産業の誘致ということを結論されているのかお尋ねいたします。
　それから、これも一般質問で伺ったわけですが、この土地を活用して地元の木材、地元の業者に仕事が回るような、またそれによって地域の経済が活性化するような方策を考えていないのか。私は、町長がお考えになっている住宅産業の誘致では、このような活性化にはつながっていかないと思いますが、町長の見解をお伺いいたします。
　それから、若者定住ですが、住宅産業を誘致することで若者定住を図ろうとしているのかどうか、その点についてお伺いいたします。
○議長（村上正弘君）町長。

○町長（鶴田忠良君）御質問が多岐にわたって、少し整理する必要があると思うんですけども、端的に申し上げまして、企業誘致の企業という種類、これは非常に制限があって、御承知のような周囲の環境でございますので、そう簡単に企業はあそこに誘致できるというものではないと。
　したがいまして、住宅が最もふさわしいのではないかというのは、第一感の私の印象でございます。そういう方向でいくのが望ましいということであります。そう考えておるところでございますけれども、先ほど企業誘致の話をしたということがございますが、それは環境の問題を考えながら、そういう可能性もあるという話をしたということでございます。
　それから、住宅を誘致する場合に仮に住宅産業を誘致すると、今おっしゃるように地元の木材を活用する可能性は非常に低いということでありましょうけれども、もし仮にそうであったとしても、住宅産業にその活用をこちらのほうから要請する、あるいは条件を付すということであると。できれば、住宅産業の誘致も必ずしも木材の活用に否定的なものにはならないだろうと思っておりますし、むしろ逆に言えば、そういう意味で木材使用の住宅を建築するという方向で取り扱ってもらいたいというふうにも考えられるわけでございますので、住宅産業の誘致が地元にメリットをもたらさないということには、私はならないと思っております。そういうところでございます。
　それから、若者の定住の問題でございますけれども、当然のことでありますけれども、やっぱり住宅というのは、彼らにとっては、ある意味では定住する一つの条件であろうというふうにも考えられるわけでございますので、そういう意味では住宅が若者向けの住宅というようなことも考えながら、住宅産業の誘致には私は心がけるべきだろうと思っておるということでございます。
○議長（村上正弘君）茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）最後にお尋ねしますが、取得金額が１億９,３８８万６,０００円となっていますけれど、実際は２億１,０００万ぐらいあったと聞いていますが、その点はどうですか。話の中でこういう金額になったのかどうかお尋ねいたします。
○議長（村上正弘君）総務課長。

○総務課長（矢野洋一君）直接、私が中身に携わったわけではございませんが、当初２億円台の金額は聞いた覚えがございますが、最終的には一応こういった金額だということで御理解願いたいと思います。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）これで質疑を終了します。
　これから討論を行います。

　討論はありませんか。

（「討論なし」という声あり）

○議長（村上正弘君）討論を終わります。

　これから本案を採決します。

　本案を原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。

（全員起立）
○議長（村上正弘君）全会一致。よって、議案第３８号　財産の取得については原案のとおり可決することに決しました。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）これから議案の委員会付託を行います。

　６月４日、議会運営委員会の協議結果を資料として配付しております。

　運営資料の４ページ、委員会付託表をごらんください。付託案の朗読に際しても、議案名の朗読は省略します。
　議案第３４号、議案第３５号、議案第３９号（所管分）、議案第４３号、発議第４号の５件は、総務、産業・建設常任委員会へ。
　議案第３６号、議案第３７号、議案第３９号（所管分）、議案第４０号、議案第４１号、議案第４２号、発議第３号の７件は、文教・厚生常任委員会へ、それぞれ付託いたしたいと思います。異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）

○議長（村上正弘君）異議なしと認めます。したがって、お手元の配付の委員会付託表のとおり所管の常任委員会に付託することに決定しました。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）続きまして、各常任委員会の開催日についてお諮りいたします。

　運営資料６ページ、委員会日程表をごらんください。
　各常任委員会の開催日は、議会運営委員会で決定いただいた日程のとおり決定をいたしたいと思います。異議ありませんか。

（「異議なし」という声あり）

○議長（村上正弘君）異議なしと認めます。
　したがって、委員会常任委員会の開催日は運営資料、委員会日程表のとおり開催することに決定しました。
　以上で、本日の日程はすべて終了いたしました。

　本日はこれにて散会します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散会　午前１１時５８分

　　　平成２２年６月８日
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